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《 要 旨 》 

近年、デジタル化の進展等に伴い、労働市場では分析や問題解決、教育といった「非定

型タスク」の重要性が高まっている。このような環境変化の下で、人的資本投資が労働者

の業務内容(タスク)の水準をどのように変化させるのかを明らかにすることは重要な課題

である。本研究では、企業が提供する仕事を離れた訓練(OFF-JT)及び個人による自己啓

発が労働者のタスク水準に与える影響を検証した。分析では、日本の個人パネルデータを

用いて、非定型分析タスク、非定型相互タスク、定型認識タスク、身体的タスクに対する

人的資本投資の効果を推定した。 

その結果、人的資本投資がタスク水準に与える影響について、平均的な効果は確認され

なかった。しかし、初期時点で非定型分析タスクの水準が低い労働者については、OFF-JT

と自己啓発を併用した場合にタスク水準の高度化が確認された。また、人的資本投資を２

年間継続した場合には、初期時点のタスク水準が低いグループについて非定型分析タスク

及び非定型相互タスクの水準の高度化がみられた。これらの結果は、人的資本投資が、と

りわけスキル向上の余地が大きい労働者において、より高度なタスクへの移行を促進する

ことを示唆している。 

 

 

 

(備考)本論文は、執筆者個人の責任で発表するものであり、独立行政法人 労働政策研究・研修機構とし

ての見解を示すものではない。本論文におけるデータの利用は、独立行政法人 労働政策研究・研

修機構の第５期プロジェクト研究サブテーマ「経済社会の変化と労働者の生活、健康、ウェルビ

ーイングに関する研究」への参加によって認められている。 
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1. はじめに 

学校教育、企業が提供する企業内訓練、さらには個人による自己啓発といった人的資本投資の有

効性は、これまで多くの研究者の関心を集めてきた。1960 年代に、教育訓練は労働者の知識や技

能を蓄積させ、生産性向上を通じて、将来所得を向上させるという人的資本投資理論が提唱されて

以降、教育年数と賃金の関係や、人的資本の蓄積を通じた賃金格差の発生メカニズムなどについて

理論的・実証的な研究が行われてきた(Becker, 1964; Mincer, 1974)。特に、人的資本投資が

賃金上昇に与える影響については高い関心が寄せられ、人的資本投資と個人の能力の相関もたら

すバイアスへの対処として、操作変数法を用いた研究や双子を対象にした研究など様々な統計的

手法による因果推論が進められ、人的資本投資の有効性についての証明がなされてきた

(Griliches, 1977; Angrist and Krueger, 1991; Card, 1999)。 

日本においても、企業による訓練投資が広く行われているとの認識から、企業内訓練の効果に着

目した人的資本投資の研究が行われている。Kurosawa (2001)では、北九州市の事業所・従業員

マッチドデータを用いて、企業内訓練の実施要因と賃金効果を分析し、組合員や高学歴者、新卒採

用者ほど訓練を受けやすい一方、転職経験者は訓練機会が少ないことを示した。また、大企業や高

技術企業ではフォーマル訓練、小規模企業ではインフォーマル訓練が中心であり、特にインフォー

マル訓練(OJT)の実施期間が長いほど賃金上昇率が高まることを明らかにした。また、

Kawaguchi (2006)では、パネルデータを用いて女性を対象に、企業内訓練への参加要因と賃金

効果を分析し、高学歴者や正社員ほど訓練に参加しやすいこと、また、企業内訓練への参加が賃金

成長率を高めることを明らかにした。 

もっとも、こうした既存研究の多くは人的資本投資の成果を賃金によって評価しており、人的資

本投資がスキルの向上を通じて、どのような業務内容(タスク)の変化に繋がったのかといったこ

とまでは解明していない。 

一方、近年では、デジタル化やグリーン化の進展により産業構造が大きく変化しているほか、生

成 AI に代表される新たなテクノロジーの進歩も加速しており、労働者が業務において遂行する

「タスク」が大きく変化していることが想定される。ここでタスクとは、財やサービスなどの生産

物を生み出すための、生産活動の基本単位として定義される(Acemoglu and Autor, 2011)。実

際に、タスクに着目して労働市場の変化をみると、情報通信技術(ICT)等のテクノロジーの普及に

より、ルール化しやすい定型認識タスクや定型手作業タスクは代替され、減少していく一方で、問

題解決能力や創造性を必要とする非定型分析タスクや、対人コミュニケーション能力を必要とす

る非定型相互タスクは増加していることが先行研究で示されている 1(Autor et al., 2003; 

Adermon and Gustavsson, 2015; 池永・神林, 2010; 小松・麦山, 2025)。 

このような環境変化の下では、政策的にも、企業は労働者に対して非定型タスクを担えるように

教育訓練をしていく必要があり、労働者自身は労働市場で求められるタスクを担えるように自身

 
1 小松・麦山(2025)では、日本独特の傾向として、定型認識タスクが増加していることと、1990 年代以降には

非定型手仕事対人タスクが増加について述べている。 
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のスキルを高めていく必要がある。 

こうした観点から、本研究においては、人的資本投資の効果を単に生産性の向上を通じた賃金の

上昇によって測るのではなく、労働者がより高度な非定型タスクを担えるようになるためのスキ

ル形成の手段として人的資本投資が機能しているかについて検証するため、人的資本投資の効果

をタスク水準の変化で捉えた研究を行う。 

本研究の特徴は、主に以下の三点にある。第一に、多くの先行研究が扱ってきた職業レベルのタ

スク変化ではなく、個人レベルのタスク水準の変化に着目して分析を行った点である。第二に、タ

スク指標として、非定型分析タスク、定型認識タスク、身体的タスク、非定型相互タスクの４類型

を設定し、人的資本投資がそれぞれのタスク指標にどのような影響を与えるのかについて詳細に

分析した点である。第三に、人的資本投資が個人レベルのタスク変化に与える効果について、１年

間の短期的な変化だけでなく、２年間の変化も検証することで、人的資本投資の効果の持続性につ

いても分析した点である。 

本稿の構成は以下のとおりである。第２節ではタスク研究に関する先行研究を概観し、第３節で

は本研究で用いるデータと変数について説明する。続く第４節と第５節では推定モデルの説明と、

推定結果の考察を行う。最後に、第６節では本稿での分析のまとめを述べるほか、導き出される政

策的インプリケーションと今後の研究課題について論じる。 

 

2. 先行研究 

これまでの労働者のタスクに関する多くの先行研究では、米国労働省が整備する職業情報デー

タベースである O*NET(Occupational Information Network)や、日本においては独立行政

法人労働政策研究・研修機構(以下、「JILPT」という。)及び厚生労働省が提供する職業情報提供

サイト(job tag)に収録された職業別のタスク情報が広く活用されている。これらのデータベース

は、多数の職業を網羅していることに加え、詳細な調査項目に基づく豊富な職業情報を提供してい

ることから、タスク研究における主要なデータソースとなっている。 

もっとも、これらのデータベースが提供する情報は職業単位で付与されたタスク情報であるた

め、タスク変化を分析対象とする多くの研究は、事実上、職業構成の変化を分析してきたと言える。

一方で、近年の様々な先行研究では、職業内における個人間のタスクの異質性を指摘している

(Autor and Handel, 2013; Cassidy, 2017; Müller, 2024)。具体的には、職業の違いによっ

て説明できる個人間のタスクの違いは約３〜５割程度に留まり、同一職業内の個人間であっても、

タスク内容に大きな差異があることが示されている(Cassidy, 2017)。このことは、労働者のタ

スク変化を理解するうえで、職業レベルだけでなく個人レベルのタスク情報に基づく分析が重要

であることを示唆している。 

しかしながら、個人レベルでのタスク変化を分析することは容易ではない。個人のタスク変化を

把握するためには、同一個人について複数時点にわたり同一の指標に基づくタスク情報を継続的

に調査する必要があるが、そのような調査は限られており、利用可能なデータにも制約が存在す
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る。このため、人的資本投資が個人のタスクにどのような変化をもたらすのかを直接検証した研究

は限定されてしまう。 

こうした中で、人的資本投資が個人のタスクに与える影響を直接分析した先行研究として、

Zeyer-Gliozzo (2024)及び Hara (2014; 2019)が挙げられる。Zeyer-Gliozzo (2024)で

は、ドイツの教育パネル調査(National Educational Panel Study: NEPS)を用いて大学での

学習等の正式訓練(Formal further training)、講座やセミナーによる学習といった非公式訓練

(Non-formal further training)、及びコンピュータによる自己啓発といったインフォーマル訓

練(Informal further training)といった継続教育訓練が労働者のタスク構成に与える影響を分

析している。その結果、インフォーマル訓練への参加が最も効果的であり、非定型タスクの増加を

促す一方で、定型タスク及び自動化確率を低下させることを示している。 

また、日本を対象とした研究として、Hara (2014)は、JILPT の調査データを用いて非正規労

働者に対する企業内訓練の効果を分析し、OJT や OFF-JT への参加が技能水準や仕事の成果の向

上に加え、業務範囲、仕事レベル、責任範囲の拡大をもたらすことを示した。Hara (2019)も同

じ JILPT の独自調査データを用いて、自費負担による自己啓発について同様の効果を確認してい

る。これらの結果も、人的資本投資がタスク構成の変化に影響を及ぼす可能性を示唆している。 

もっとも、これらの研究にはいくつかの課題が残されている。まず、Zeyer-Gliozzo (2024)

は、訓練参加に伴う選択バイアスへの対処として固定効果モデルを用いているものの、タスク変化

が先に生じ、その結果として訓練が実施される可能性、すなわち逆因果の問題を十分に排除できて

いない。また、分析の中では、最初に訓練を受けた時にその効果が持続するという前提で分析が行

われていることから、効果の持続性については検証されていない。さらに Hara (2014)による仕

事の変化は主観的評価に基づいており、定型・非定型といったタスク指標を用いた分析は行われて

いない。Hara (2019)についても、時間とともに変化する観測されない個人特性に起因するバイ

アスの可能性が指摘されているほか、データの制約から定型・非定型といったタスク指標に基づく

分析は行っていない。 

そこで本研究では、これらの先行研究の課題を踏まえ、人的資本投資が個人のタスクに与える影

響を検証する。具体的には、個人レベルのタスク情報を用いて定型・非定型タスク指標を構築し、

人的資本投資に伴うタスク水準の変化について詳細に把握する。また、統計的手法を活用すること

で、訓練参加に伴う選択バイアスや逆因果の問題への対処を図り、人的資本投資がタスク水準に与

える因果的影響の解明を試みる。 

 

3. データと変数 

3.1 データ 

本研究では、JILPT が実施している個人パネル調査「仕事と生活、健康に関する調査」(以下、

「JILLS-i」という。)のデータを用いる。JILLS-i は、2023 年 1 月に日本国内に居住する 35～

54 歳の男女 20,000 人(第１回調査時点)を対象とした Web 調査である。調査対象は、株式会社
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インテージリサーチの登録モニターであるが、モニター調査に特有のサンプルの偏りを避けるた

め、35〜54 歳の人口について、性別(２区分)、年齢階層(４区分)、地域ブロック(８区分)、就業

形態(４区分)、学歴(２区分)の 512 のセルについて、2020 年の「国勢調査」の分布を基に回収

サンプルを割り付けて回収している。第１回調査(Wave1)以降、毎年１月期と７月期の年２回、

同一個人に対して、就業状態、仕事特性、個人属性等に関する項目を質問し、継続的に情報を収集

している。このため、各回の調査データを接続させることで、個人レベルのパネルデータを構築す

ることができる。ただし、JILLS-i は 34 歳以下を調査対象としていないため、企業内訓練が集中

的に行われる初期キャリア段階における訓練効果は、本分析では捉えられていない点に留意が必

要である2。 

本研究では、Wave2(2023 年７月調査)から Wave6(2025 年 7 月調査)までのデータを接続

させてパネルデータを構築し、分析に用いることとし、特に個人のタスク情報と人的資本投資の状

況に関する調査項目を活用する。具体的には、偶数回の調査では「主な仕事の動作・作業にかかる

時間」、「主な仕事の作業内容」、「仕事に係る活動頻度」についての調査項目が設けられていること

から、当該項目を用いて、個人が担うタスクの状況について把握することとする。また、人的資本

投資の状況については、各回の調査で設けられている会社の業務命令に基づき通常の仕事を一時

的に離れて受講する教育訓練・研修(OFF-JT)や、仕事に関わる自己啓発の実施状況に関する項目

を活用することとする。 

表１では、本研究で使用するデータセットの記述統計量を示している。本研究では、分析目的に

応じて、① Wave2 から Wave4 までのデータセット(Data1)、② Wave4 から Wave6 までの

データセット(Data2)、③ Wave2 から Wave6 までのデータセット(Data3)の３つのデータセ

ットを用いることとする。なお、データセットの構築に当たっては、各分析期間を通じて正社員と

して就業している者に限定するとともに、分析に活用する調査項目に継続して全て回答している

者を対象としている。この結果、①②③それぞれのデータセットについては 3,732 人、3,261 人、

3,131 人の対象者数となっている。 

  

 
2 厚生労働省「令和６年度能力開発基本調査」によると、令和６年度に OFF-JT を受講した労働者の割合は、「20

歳未満」(36.4％)、「20～29 歳」(44.3%)、「30～39 歳」(40.6%)、「40～49 歳」(39.3%)、「50～59 歳」

(32.7%)、「60 歳以上」(21.1%)と、20 代が最も高い。 
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表１ 分析対象サンプルの記述統計 

項目 Data1 Data2 Data3 

観測数 3,732 3,261 3,131 

女性比率 0.28 0.28 0.26 

平均年齢 45.60 46.84 45.71 

配偶者あり割合 0.56 0.57 0.57 

子どもあり割合 0.34 0.32 0.34 

平均月収 304,173  313,853  311,410  

中学校割合 0.03 0.03 0.02 

高校割合 0.31 0.31 0.30 

専門学校割合 0.15 0.15 0.15 

高等専門学校割合 0.04 0.03 0.03 

短大割合 0.08 0.08 0.08 

大学割合 0.35 0.35 0.36 

大学院割合 0.05 0.05 0.05 

1～9名割合 0.09 0.09 0.08 

10～49名割合 0.20 0.19 0.19 

50～99名割合 0.11 0.12 0.11 

100～299名割合 0.16 0.16 0.16 

300～499名割合 0.07 0.07 0.07 

500～999名割合 0.07 0.08 0.07 

1000～2999名割合 0.09 0.08 0.09 

3000名以上割合 0.16 0.15 0.17 

官公庁割合 0.05 0.07 0.06 

注：割合については、0～1の値で示している。 

 

3.2 変数 

タスク指標の設定 

個人のタスク水準の変化を分析するにあたっては、分析対象となるタスクをどのように定義す

るかが重要となる。タスク研究の代表的な文献である Acemoglu and Autor(2011)は、手順が

明確でルール化やプログラム化が容易な業務を「定型タスク」と定義する一方、問題解決、対人対

応、身体的な器用さなどを必要とし、自動化が困難な業務を「非定型タスク」と定義している。さ

らに、O*NET の職業情報を活用し、定型認識(Routine Cognitive)、定型手作業(Routine 

Manual)、非定型分析(Non-routine cognitive: Analytical)、非定型相互(Non-routine 

cognitive: Interpersonal)、非定型手作業(Non-routine manual physical)の５つのタスク
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指標を構築している。 

日本においても、小松・麦山(2025)は job tag を活用し、定型認識、定型手作業、非定型分

析、非定型相互、非定型手仕事(身体)、非定型手仕事(対人)の６つのタスク指標を構築している。 

また、O*NET のタスク情報を用いない研究として、世界銀行の the World Bank’s Skills 

toward Employment and Productivity (STEP) 調査を利用した研究が挙げられる。Dicarlo 

et al. (2016)は非定型分析タスク、非定型相互タスク、定型・手作業タスクの３つのタスク指標

を構築しているほか、Lewandowski (2022)は非定型分析タスク、非定型相互タスク、定型認識

タスク、手作業タスクの４つのタスク指標を用いて分析を行っている。これらの研究は分類方法に

一定の違いがみられるものの、共通して定型タスク、非定型タスク、及び手作業タスクを区別しな

がら労働市場におけるタスク変化を分析している。 

本研究では、これらの先行研究を参考に、非定型分析タスク、非定型相互タスク、定型認識タス

ク、及び身体的タスクの４つのタスク指標を構築し、分析に用いる(表２)3。 

非定型分析タスクは、情報収集、数理的・統計的推論、問題解決、コンピュータの活用など、高

度な認知能力や問題解決能力を必要とするタスクを表す。非定型相互タスクは、他者の指導・監督、

交渉、プレゼンテーションなど、高度なコミュニケーション能力や対人対応能力を必要とするタス

クを表す。定型認識タスクは、単調な作業や他者から質を評価されるような認知的タスクを表す。

身体的タスクは、長時間の肉体労働や重い荷物の運搬など身体的を使うタスクを表している。 

 

  

 
3 ４つのタスク指標の構築にあたっては、各タスクに対応する複数の調査項目を標準化した上で統合し、基準時

点におけるタスク指標を作成した。さらに、基準時点の平均値と標準偏差を基準として各時点のスコアを標準化す

ることで、各時点における個人の非定型分析タスク、非定型相互タスク、定型認識タスク及び身体的タスクの４つ

のタスクスコアを算出した。 
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表２ タスク指標の整理 
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作成した４つのタスク指標が、想定しているタスク内容を適切に反映しているかを確認するた

め、各タスクスコアについて上位 10 職種及び下位 10 職種を集計4し、その結果を表３及び表４に

示している。なお、職業別集計においては、該当者数が 30 人未満の職業を対象から除外している。 

まず、定型認識タスクについてみると、製造加工や生産オペレーターなどのオペレーション系職

種に加え、一般事務などの事務系職種において高いスコアが観察された。これらの職業は、定型的

な業務が中心であることが想定され、本指標が定型認識タスクを適切に捉えていることが示唆さ

れる。 

次に、身体的タスクでは、施設介護や土木関連職種など、身体的作業を多く伴う職業において高

いスコアが観察された。この結果は、本指標が身体的負荷を伴うタスクを適切に反映していること

を示している。 

非定型分析タスクについては、情報処理技術者、開発技術者、管理職など、専門知識や高度な判

断能力が求められる職種において高いスコアがみられた。これは、本指標が情報処理能力や問題解

決能力を必要とするタスクの特性を捉えていることと整合的である。 

また、非定型相互タスクでは、管理職、学校教員、接客業など、他者とのコミュニケーションや

調整を頻繁に行う職業において高いスコアが観察された。これらの職業は、高度な対人能力やコミ

ュニケーション能力を必要とすることから、本指標が非定型的な対人業務を適切に捉えていると

考えられる。 

以上の結果から、作成した４つのタスク指標は、それぞれ想定される職業特性と概ね整合的な分

布を示しており、本研究で構築したタスク指標は一定の妥当性を有していると考えられる。 

 

表３ 各タスクスコア上位 10 職種  

 

 

表４ 各タスクスコア下位 10 職種 

 

 
4 Wave2 時点におけるスコアで算出。 
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人的資本投資の設定 

本研究では、労働者のタスクに影響を与える人的資本投資として、OFF-JT と自己啓発の二つ

に着目する。 

近年、政府において「人への投資」というスローガンのもと、人的資本投資の推進に向けた取り

組みが進められてきており、企業を通じた訓練支援と、個人に対する直接的な訓練支援の両方が着

目されている。こうした背景を踏まえると、企業が提供する OFF-JT と個人が主体的に実施する

自己啓発が、労働者のタスクにどのような変化をもたらすのかを明らかにすることは、政策的な観

点においても重要なテーマとなる。 

JILLS-i には、人的資本投資に関する項目として、会社の業務命令に基づき、通常の仕事を一時

的に離れて受講する教育訓練・研修(OFF-JT)と仕事に関わる自己啓発(自発的に行う教育訓練)の

実施の有無に関する調査項目が含まれており、本研究では、これらの項目を用いて 人的資本投資

の実施状況について把握する。 

 

4. 推定モデル 

4.1 SDIDを活用した因果推論 

人的資本投資がタスクに与える影響を推定するにあたっては、OFF-JT または自己啓発の実施

における内生性が問題となる。すなわち、OFF-JT については、企業が将来的に高度なタスクを担

うことが期待される労働者に対して重点的に訓練機会を提供する可能性があり、また、自己啓発に

ついても、高い能力や学習意欲を有する労働者ほど自発的に取り組む傾向があると考えられる。こ

のように、訓練への参加や実施には、企業側及び労働者側の双方において、分析者には観察不可能

な要因が存在しうるため、訓練の実施の有無による単純な成果の比較から人的資本投資の効果を

識別することは困難である。 

こうした訓練実施の内生性への対処としては、観察不可能だが時間を通じて一定な個人や企業

の属性の影響を取り除くため、固定効果モデルを用いることが想定される。その上で、訓練の実施

や受講が個人や企業属性と相関しない場合、すなわち外生的な状況では、訓練受講者と未受講者の

訓練実施前後の成果を比較する「差の差」(Difference-in-Differences、DID)分析を用いるこ

とができる。一方、差の差分析では、訓練実施前の期間において、訓練実施者と未実施者の間で成

果の変化のトレンドが同一であるという「平行トレンド」(parallel trends)の仮定が満たされる

必要がある。しかし、本研究で利用する JILLS-i では、タスク関連の調査項目が、本研究の実施

時点において、Wave2、Wave4、Wave6 の３時点でのみ収集されているため、差の差分析で求

められる処置群と対照群の平行トレンドの仮定を十分に検証することが難しい。 

そこで本研究では、 Abadie (2005) が提案した  Semiparametric Difference-in-

Differences Estimator(以下、「SDID」という。)を用いて推定を行う。SDID は、処置群と対

照群の属性などの共変量の違いを、(共変量で条件づけた上での)処置を受ける確率である「傾向ス

コア」に基づく重み付けによって調整したうえで、差の差分析の枠組みにより平均処置効果
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(Average Treatment Effect on the Treated：以下、「ATT」という。)を推定する手法であ

る。この手法は、処置群と対照群の平行トレンドの仮定が満たされない場合にも、より弱い仮定の

下で因果効果を識別する方法である。 

本研究では、SDID を用いることで、OFF-JT 及び自己啓発が個人のタスクに与える因果的影

響の識別を行うが、このとき、処置群に対する ATT は、Abadie (2005)に従い、次式によって

推定される。 

𝛼̂𝑆𝐷𝐼𝐷 = 𝐸 [
𝑌𝑖,𝐴𝑓𝑡𝑒𝑟 − 𝑌𝑖,𝐵𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒

𝑃(𝐷 = 1)
∗
𝐷 − 𝑃(𝐷 = 1|𝑋𝑖)

1 − 𝑃(𝐷 = 1|𝑋𝑖)
]    (１) 

ここで、𝐷 は OFF-JT または自己啓発参加の有無を表す処置変数、𝑋𝑖 は個人 i の属性及び就業

属性などの共変量、𝑌𝑖,𝐴𝑓𝑡𝑒𝑟 − 𝑌𝑖,𝐵𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 は分析期間におけるタスク変化を表す。 

ATT の推定にあたっては、まず処置を受ける確率である傾向スコア 𝑃(𝐷 = 1 ∣ 𝑋𝑖)を推定し、各

個人について予測値 𝑃̂(𝐷 = 1 ∣ 𝑋𝑖)を算出する。このとき、処置群については成果指標の変化

𝑌𝑖,𝐴𝑓𝑡𝑒𝑟 − 𝑌𝑖,𝐵𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒の単純平均を計算する一方、対照群については 

𝑃̂(𝐷 = 1 ∣ 𝑋𝑖)

1 − 𝑃̂(𝐷 = 1 ∣ 𝑋𝑖)
   (２) 

をウェイトとして用いた成果指標の変化の加重平均を計算する。ATT は、これら両者の差として

推定される5。 

 

4.2 短期的効果と持続的効果の分析モデル 

本研究では、人的資本投資がタスク変化に与える影響について、１年間の変化と２年間の変化の

両方を分析する。分析では、下記の変化量を対象とした２つの分析モデルを推定する。 

𝑇𝑎𝑠𝑘𝑖,𝑡+1 − 𝑇𝑎𝑠𝑘𝑖,𝑡 (３) 

𝑇𝑎𝑠𝑘𝑖,𝑡+2 − 𝑇𝑎𝑠𝑘𝑖,𝑡 (４) 

式(３)は１年間のタスク変化を表しており、時点 𝑡から 𝑡 + 1の間に実施された人的資本投資

(OFF-JT、自己啓発、その併用)が、個人 𝑖のタスク水準に与える短期的な影響を測定するもので

ある。一方、式(４)は２年間のタスク変化を表しており、時点 𝑡から 𝑡 + 2の間に実施された人的

資本投資が、個人 𝑖のタスク水準に与える影響を測定する。２年間の分析では、１年目及び２年目

の両期間で訓練を継続したグループに加え、１年目のみ訓練を受講し、２年目には訓練を受講しな

かったグループについても分析を行うことで、人的資本投資の持続的効果を分析する。 

なお、各分析における処置群及び対照群の定義は、表５で示したとおりである6。 

 
5 SDID の活用にあたっては、R のパッケージである causalweight を活用することとし、bootstrap を 500

回に設定して行った。 

6 JILLS-i では、タスクに関する調査項目は偶数回の調査でのみ把握されている一方で、人的資本投資に関する

調査項目は毎回調査されている。そのため、各半年間において人的資本投資を実施したかどうかを把握することが

可能である。本研究では、時点 𝑡から 𝑡 + 1の 1 年間に実施された人的資本投資に着目し、この期間中に少なくと

も 1 回、人的資本投資を行なった場合、その労働者を人的資本投資実施者として定義する。 
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表５ 処置群と対照群 
 

(１)１年間のタスク変化 (２)２年間のタスク変化 

対照群 OFF-JT または自己啓発なし １年目及び２年目両方で 

OFF-JT または自己啓発なし 

処置群(１) ⚫ 自己啓発のみ実施 

⚫ OFF-JT のみ実施 

⚫ OFF-JTと自己啓発を両方実施 

１年目のみ 

⚫ 自己啓発のみ実施 

⚫ OFF-JT のみ実施 

⚫ OFF-JT と自己啓発を両方実施 

処置群(２) 

 
１年目及び２年目両方で 

⚫ 自己啓発のみ実施 

⚫ OFF-JT のみ実施 

⚫ OFF-JT と自己啓発を両方実施 

 

4.3 傾向スコアの推定と訓練参加の傾向 

傾向スコアの推定に当たっては、OFF-JT、自己啓発、またはその両方を実施したことを表すダ

ミー変数を被説明変数とし、性別、年齢、年齢二乗、学歴、配偶者の有無、子ども(15 歳以下)の

有無といった個人属性に加え、賃金、賃金二乗、職種、企業規模、居住都道府県などの就業・地域

属性を説明変数としてロジットモデルを推定する。これにより、OFF-JT・自己啓発等の実施と個

人属性等との関係を明らかにする。 

表６では、Wave2 から Wave4(Data1)、または Wave4 から Wave6(Data2)の１年間にお

ける人的資本投資への決定要因を推定した結果である。 

推定結果はデータセットによって異なるものの、女性ダミー、配偶者ダミー、子どもダミーが統

計的に有意であり、当該個人属性が人的資本投資の実施に強く関連していることが示された。職種

については、法人・団体役員を基準とした場合、事務系職種等において人的資本投資の実施確率が

低い傾向が確認された。また、企業規模については、1～9 名の企業を基準とすると、それよりも

規模の大きい企業で人的資本投資を実施する確率が高いことが示された。都道府県ダミーおいて

も一部で有意な結果が確認されている。Data1 と Data2 では、年齢、年齢二乗、賃金、賃金二乗

については統計的に有意な結果は確認されなかったものの、付表１で示しているように、２年間の

人的資本投資への決定要因の推定結果では、年齢、年齢二乗、賃金、賃金二乗についても統計的に

有意な結果が得られている。 

このため、SDID に使用する共変量としては、性別、年齢、年齢二乗、学歴、配偶者の有無、子

ども(15 歳以下)の有無、賃金、賃金二乗、職種、企業規模、居住都道府県を用いることとする。 
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表６ ロジットモデル(Data1・Data2) 
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5. 推定結果 

5.1 人的資本投資による個人タスクへの短期的効果 

Abadie (2005)の推定手法を用いて、Wave2 から Wave4 までの１年間という比較的短期間

における人的資本投資がタスク変化に与える影響を推定した結果を表７に示している。分析の結

果、５％水準で統計的に有意な効果は確認されなかった。すなわち、平均的には人的資本投資によ

るタスク水準の変化は観察されなかった7。 

もっとも、人的資本投資の効果は労働者の初期タスク水準によって異なる可能性がある。例え

ば、もともとのタスク水準が低い労働者に対しては人的資本投資による能力向上の余地が大きく、

その効果が現れやすいと考えられる一方で、既に高いタスク水準にある労働者については追加的

な能力向上の余地が小さく、人的資本投資の効果が限定的となる可能性がある。 

そこで、初期時点(Wave2)における各タスクスコアを３分位に区分し、グループ別に同様の分

析を行った。その推定結果を表８から表 10 に示している。分析の結果、身体的タスク及び非定型

相互タスクについては、OFF-JT のみ、自己啓発のみ、あるいは両者を併用した場合のいずれにお

いても、統計的に有意な効果は確認されなかった。 

一方、OFF-JT と自己啓発を併用した場合には、初期時点のタスク水準が低い層において、非定

型分析タスクの高度化が確認された。具体的には、非定型分析タスクの第１分位(低位層)では、

OFF-JT と自己啓発の併用によりタスクスコアが 0.455 標準偏差(SE = 0.186)上昇しており、

これは低位層と中位層との格差を縮小する方向の変化と解釈できる。また、OFF-JT のみを実施

した場合に、定型認識タスクの第２分位(中位層)においても、タスク水準の高度化がみられた。 

さらに、結果の頑健性を確認するため、Wave4 から Wave6 への変化についても同様の分析を

実施した。その結果、Wave2 から Wave4 の分析結果と同様に、非定型分析タスクの低位層にお

いて、OFF-JT と自己啓発を併用した場合にタスク水準の高度化が確認された。一方で、Wave2

から Wave4 の分析でみられた、OFF-JT による定型認識タスクの高度化については、Wave4 か

ら Wave6 の分析では確認されなかった。 

以上の結果から、１年間という短期間でタスク水準を高めるためには、OFF-JT と自己啓発を

併用した人的資本投資が有効であることが示唆される。ただし、その効果は一様ではなく、非定型

分析タスクの初期水準が低い労働者にのみ顕著に観測された。 

さらに、有意な効果が確認されなかった定型認識タスク、非定型相互タスク、及び身体的タスク

については、OFF-JT や自己啓発だけでは、水準の高度化を図ることは困難であり、OJT などの

職場内訓練も重要な役割を果たしている可能性がある。 

  

 
7 Wave4 から Wave6(Data2)における分析では、OFF-JT と自己啓発の両方の実施により身体的タスクにおけ

る水準の高度化と、自己啓発を実施したときに非定型分析タスクにおける水準の高度化が確認されたが、Wave2

から Wave4(Data1)の分析では有意な結果は得られていないことから、Data2 で観測された結果は頑健な結果

とは言い難い(表７)。 
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表７ 人的資本投資の短期的効果の推定結果 

 

 

表８ ３分位別にみた人的資本投資の短期的効果の推計結果(低位層) 
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表９ ３分位別にみた人的資本投資の短期的効果の推計結果(中位層) 

 

 

表 10 ３分位別にみた人的資本投資の短期的効果の推計結果(高位層) 

 

 

5.2 人的資本投資の効果の持続性の検証 

１年間の人的資本投資の効果に関する分析では、OFF-JT と自己啓発の併用が、初期タスク水

準の低い労働者の非定型分析タスクの高度化に寄与する可能性が示された。そこで、次に、こうし

た人的資本投資の効果がより長期的に持続するのかを検証するため、２年間のタスク水準の変化

に着目した分析を行う。 

具体的には、Wave2 から Wave6 にかけてのタスク水準の変化を対象とし、(１)１年目のみ人

的資本投資(OFF-JT、自己啓発、またはその併用)を実施したグループと、(２)１年目及び２年目

の両方で人的資本投資を実施したグループを比較する。これにより、１年目のみの人的資本投資と

２年間の継続的な人的資本投資との効果を比較し、人的資本投資の持続的な効果の有無を検証す
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る。 

表 11 に、平均的な効果の推定結果を示している。1 年間の人的資本投資と同様に、２年間継続

した人的資本投資についても、平均的な推定効果に関しては統計的に有意な結果は確認されなか

った8。 

このことは、人的資本投資の効果が一様に現れるわけではなく、個人の初期タスク水準によって

異なる可能性があることから、訓練効果の異質性を確認するため、Wave2 時点における各タスク

スコアを３分位に区分し、グループごとに同様の分析を行った。 

表 12 に３分位に分けた分析結果を示している。定型認識タスク及び身体的タスクについては統

計的に有意な結果は確認されなかった。一方、非定型分析タスク及び非定型相互タスクについて

は、初期タスク水準が低い層において、OFF-JT と自己啓発を併用することで、タスクの高度化が

確認された。 

具体的には、非定型分析タスクの第１分位(低位層)において、OFF-JT と自己啓発を２年間継

続して併用することで、Wave2 から Wave6 にかけてタスクスコアが 0.790 標準偏差(SE = 

0.247)上昇した。また、非定型相互タスクについても、第１分位(低位層)において 0.542 標準偏

差(SE = 0.268)の上昇が確認されており、これらの効果は、初期時点において低位層の平均付近

に位置していた労働者が、中位層の下限に相当程度近づく変化に相当する。 

また、当該結果は、２年間の継続的な人的資本投資によって、問題解決や情報処理といった非定

型分析タスクに加え、他者とのコミュニケーションや調整、対人サービスなどを伴う非定型相互タ

スクも高度化する可能性を示唆している。１年間の人的資本投資の効果に関する分析では、非定型

相互タスクの低位層について統計的に有意な結果は得られていなかったことを踏まえると、非定

型相互タスクの高度化には、１年間を超える継続的な訓練が必要であることも示唆される。 

さらに、非定型分析タスクについて、１年目のみ OFF-JT と自己啓発を併用し、２年目に人的

資本投資を行なっていない低位層のグループに着目すると、Wave6 時点において統計的に有意な

結果は確認されなかった。これは、非定型分析タスクの高度化は、単年度の人的資本投資によって

一時的にもたらされる可能性はあるものの、その効果は２年後まで持続するものではないことを

示唆している9。すなわち、非定型分析タスクについて、人的資本投資によって一度高度化したタ

スク水準を維持させるためには、継続的な人的資本投資が重要であることが考えられる。 

 

  

 
8 同じ処置群と対照群について、Wave2 から Wave4 のタスク変化も確認したが、Wave2 から Wave6 と同様

に統計的に有意な結果は得られなかった(付表２)。 

9 同じ処置群と対照群について、Wave2 から Wave4 のタスク変化も確認したところ、非定型分析タスクの低位

層において、１年目のみ OFF-JT と自己啓発を併用したグループと２年間継続して OFF-JT と自己啓発を併用し

たグループについてはともに、当該タスクの高度化が確認された。１年間の人的資本投資の効果に関する推定結果

と整合的な結果が得られた(付表３)。 
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表 11 人的資本投資の持続的効果の推定結果(Wave2→Wave6) 
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表 12 ３分位別の人的資本投資の持続的効果の推定結果(Wave2→Wave6) 
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6. まとめ 

6.1 分析結果・政策的インプリケーション 

本研究では、人的資本投資が個人のタスク水準に与える影響について、１年間及び２年間のパネ

ルデータを用いて分析を行った。 

まず、１年間の人的資本投資の効果に関する分析では、人的資本投資が個人のタスク水準に与え

る平均的な効果について、統計的に有意な結果は確認されなかった。しかし、初期時点のタスク水

準別に分析を行ったところ、非定型分析タスクの水準が低い層において、OFF-JT と自己啓発を

併用した場合に、当該タスク水準の高度化が確認された。 

次に、２年間の人的資本投資の効果に関する分析では、２年間継続して OFF-JT と自己啓発を

併用した場合には、非定型分析タスク及び非定型相互タスクの水準が低い層において、当該タスク

の高度化が確認された。一方、非定型分析タスクについて、１年目のみ OFF-JT と自己啓発を併

用し、２年目には人的資本投資を行わなかった場合には、初期時点と２年後のタスク水準を比較し

ても、タスクの高度化は確認されなかった。すなわち、高度化した非定型分析タスクのタスク水準

を維持するためには、継続的な人的資本投資が必要であることが示唆される。 

本研究から得られる政策的含意は以下のとおりである。 

第一に、タスクの高度化を促進するためには、人的資本投資を単発的に実施するだけでは十分で

はなく、継続的な訓練機会を提供することが重要である。特に、非定型分析タスクの高度化におい

ては、企業が主導する座学などの OFF-JT と自己啓発を組み合わせた継続的な学習が有効である

可能性が示唆された。 

第二に、人的資本投資の効果は労働者の初期タスク水準によって異なることから、タスク水準が

低い層を重点的に支援することが重要である。すなわち、スキルの底上げを目的としたターゲット

型の訓練は、限られた資源の中でより高い効果を発揮する可能性がある。 

第三に、高度化を図るタスクに応じた適切な学習機会の検討の重要性があげられる。非定型分析

タスクでは、OFF-JT と自己啓発の併用によって一定の効果が確認された一方で、定型認識タス

クや身体的タスクに対する影響は限定的であった。このことは、労働者の担当業務や習得を目指す

スキルの性質に応じて、OFF-JT、自己啓発、OJT など複数の学習機会を適切に組み合わせる必

要があることを示している。 

以上より、人的資本投資の効果を最大化するためには、継続的な学習機会の確保に加え、労働者

の初期スキル水準や従事するタスクの特性を踏まえた、きめ細かな訓練政策の設計が求められる。 

 

6.2 今後の研究課題 

本研究によって、人的資本投資が労働者のタスク水準に与える影響が明らかになった一方、今後

の課題として以下の点が挙げられる。 

第一に、人的資本投資がタスク水準の変化に至るメカニズムについて、より詳細な検証が必要で

ある。人的資本投資によるタスク水準の変化の経路としては、スキル向上に応じて昇進、異動、転
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職などによりポジションが変化し、その結果としてより高度なタスクを担うようになる経路と、昇

進や異動等を伴わず、同一のポジションのままであるもののスキル向上により担当するタスクが

高度化する経路の二つが考えられる。本研究では、人的資本投資によりスキルが高まり、ポジショ

ンに関わらず、そのスキルに対応したタスクが適切に割り当てられることを前提としており、これ

らの経路を区別した分析は行なっていない。一方で、ポジションの変化を伴う場合と伴わない場合

で、タスク水準の変化の程度がどのように異なるのかを検討することも重要である。特に、ジョブ

ローテーションが広く行われている日本企業では、人的資本投資と人事異動を組み合わせること

で、よりタスクの高度化が促進される可能性もあり、その効果は重要な関心事項となり得る。今後

は、異動、昇進、転職などをアウトカムとした分析や、ポジションの変化がない中でのタスク水準

の変化に着目した分析を行うことで、人的資本投資がタスク水準の変化に至るメカニズムをより

明らかにする必要がある。 

第二に、人的資本投資の効果の持続性について、より長期的な視点から検証する必要がある。本

研究では、最大 2 年間のタスク水準の変化を分析対象とした。その結果、2 年後のタスク水準に

有意な変化が確認されたのは、２年間にわたって継続的に人的資本投資を行った場合に限られた。

この結果は、人的資本投資によるタスクへの効果を持続させるためには、継続的に人的資本投資を

行うことが重要であるといった可能性を示唆している。一方で、本研究では最大２年間の変化しか

観察できておらず、より長期的なタスク変化や、人的資本投資の効果が時間の経過とともにどのよ

うに変化するのかについては、今回の研究では十分に明らかにできていない。今後、より長期間の

パネルデータを用いて、人的資本投資の効果の持続性やその効果の減退のメカニズムについて検

証をしていくことが求められる。 

第三に、人的資本投資の内容に着目した分析の必要性があげられる。本研究で用いた OFF-JT

及び自己啓発の指標は、当該人的資本投資の実施の有無に関するものであり、その訓練内容の違い

を考慮することはできていない。このため、例えば、本研究では初期時点の非定型分析タスク水準

が低い労働者において人的資本投資によるタスク高度化が確認されたものの、具体的にどのよう

な訓練内容がその効果をもたらしたのかについては明らかにはされていない。加えて、人的資本投

資の一つである OJT の効果については、本研究において分析できていないということも課題とし

てあげられる。今後は、OJT、OFF-JT 及び自己啓発の訓練内容の違いを考慮し、どのような人的

資本投資がタスク高度化に有効であるのかをより具体的に明らかにすることが期待される。 
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付表 

付表１ ロジットモデル(Data3) 

 
             ※その他、職種ダミー、都道府県ダミーについても一部５％有意となった。 
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付表２ 人的資本投資の持続的効果の推定結果(Wave2→Wave4) 
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付表３ ３分位別の人的資本投資の持続的効果の推定結果(Wave2→Wave4) 
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